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平成２０年１１月２８日 

 

企業会計基準委員会 御中 

 

社団法人 全国信用金庫協会 

 

 

実務対応報告公開草案第２９号「債券の保有目的区分の変更に 

関する当面の取扱い（案）」に対する意見書について 

 

標記実務対応報告公開草案の内容には概ね賛成いたしますが、意見及び確認事項

を下記に取りまとめましたので、提出いたします。 

 

記 

 

１．意見 

（１）その他有価証券から満期保有目的の債券への振替について 

 公開草案では、想定し得なかった市場環境の著しい変化によって流動性が極端

に低下したことなどから、保有する有価証券を公正な評価額である時価で売却す

ることが困難な期間が相当程度生じているような稀な場合において振替ができ

るとされている。 

しかしながら、国際会計基準においては、従来から、稀な場合に限らず、企業

の意図若しくは能力が変化した場合にも振替えることが認められていることか

ら、日本においても、同様に修正するべきと思料する。 

 

（２）適用時期等について 

 世界的な金融市場の混乱が生じていることを背景に、10 月 13 日に公表された

国際会計基準における改正は、公表日から 10 月末までに意思決定した場合には

前四半期の期首となる 7 月 1 日から適用可能とされている。 

日本においても、金融市場の混乱が生じており、かつ 10 月以降も継続・拡大

している状況に鑑み、標記の実務対応報告が可及的速やかに公表されるとともに、

公表日から 12 月末までに意思決定した場合には、公表日の属する四半期の期首

（10 月 1 日）から適用可能とするべきと思料する。 

 

２．確認事項 

（１）今回の措置においては、保有目的区分を変更する場合には振替え時の「時価」

をもって振替えることとされているが、この「時価」には、実務対応報告第 25

号「金融商品の時価の算定に関する実務上の取扱い」に従って合理的に算定さ

れた価格も含まれているということを確認したい。 
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（２）過去に満期保有目的の債券をその他有価証券に区分変更した場合であっても、

条件を満たせば、今回の措置を活用し、満期保有目的に再度振替えることがで

きるということを確認したい。 

 

（３）取得した債券を満期保有目的の債券に分類することはできないペナルティ期

間であっても、今回の措置を活用し、満期保有目的に振替えることができるか

どうか確認したい。 

 

以 上 


